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労災請求に当たっての
留意点について
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労災保険

労災保険制度

業務上又は通勤途上に被災した労
働者の傷病対して、

１ 迅速な治療と

２ 早期の職場復帰を図る

と共に、

被災労働者に補償を行う保険
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第２条の２（労働者災害補償保険）

労働者災害補償保険法

業務上の事由又は通勤による労働者
の負傷、疾病、障害、死亡等に関して
保険給付を行うほか、社会復帰促進等
事業を行うことができる。
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３ 療養に関する給付の流れ

１ 治ゆ（症状固定）

２ 再発

労災保険制度
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労災保険における

傷病が「治ったとき」 とは

労災保険における傷病が「治ったとき」
とは、身体の諸器官・組織が健康時の状態
に完全に回復した状態のみをいうものでは
なく、傷病の状態が安定し、医学上一般に
認められた医療を行っても、その医療効果
が期待できなくなった状態をいいます。

この状態を労災保険では「治ゆ（症状固
定）」といいます。
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労災保険における

傷病が「治ったとき」 とは

したがって、「傷病の状態が、投薬・
理学療法等の治療により一時的に回復が
みられるにすぎない場合」など症状が残
存している場合でもあっても、医療効果
が期待できないと判断される場合には、
労災保険では「治ゆ（症状固定）」とし
て療養(補償)給付を支給しないことと
なっています。
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労災保険の療養の範囲として認めら

れたものをいいます。

従って、実験段階又は研究過程にあ

るような治療方法は、ここにいう医療

には含まれません。

「医学上一般に認められた医療」
とは
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その傷病の症状の回復・改善が期待
できなくなった状態をいいます。

従って、その傷病が安定し、投薬・
理学療法等の治療により一時的な症状
の回復がみられるにすぎない場合は、
医療効果が期待できないものと判断し
ます。

「医療効果が期待できなくなった
とき」とは
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「治ゆ（症状固定）」

骨折で骨ゆ合した場合であっ
て､疼痛などの症状が残っていて
もその症状が安定した状態とな
り､その後の療養を続けても改善
が期待できなくなった場合

例１
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「治ゆ（症状固定）」

骨ゆ合後の機能回復療法として理
学療法を行っている場合に、治療施
行時には運動障害がある程度改善さ
れるが、数日経過すると、元の状態
に戻るという経過が一定期間にわ
たってみられるとき。

例２
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「治ゆ（症状固定）」

頭部外傷が治った後に外傷性てん
かんが残り、治療によってもてんか
ん発作が完全に抑制できない場合で
あっても、その症状が安定し、療養
を続けてもそれ以上てんかん発作の
抑制が期待できなくなったとき。

例３
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「治ゆ（症状固定）」

外傷性頭蓋内出血に対する治
療後、片麻痺の状態が残って
も、その症状が安定し、その
後の療養を続けても改善が期
待できなくなったとき。

例４
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「治ゆ（症状固定）」

腰部捻挫による腰痛症の急性症
状は消退したが、疼痛などの慢
性症状が継続している場合で
あっても、その症状が安定し、
療養を続けても改善が期待でき
なくなったとき。

例５
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再 発

「治ゆ」後、症状が再び増悪し治療の必

要が生じた場合。

補償の対象となるのは、増悪した部分
を治ゆ時の状態に回復させるまでの療養
が業務上のものとして取り扱われる。

被災労働者は、当初の傷病の継続とし
て治療を受けられるが、監督署長の認定
が必要。
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再発の認定

１ 業務以外の原因によるものではない
と認められること。

２ 治ゆ時の状態からみて明らかに症状
が悪化していること。

３ 療養によってその症状が改善される
見込みがあると医学的に認められる
こと。
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療養に関する給付の流れ
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文書の様式

様式第５号（業務災害・初診）

労働者災害補償保険法の施行に関する
事務に使用する文書の様式を定める件

様式第６号（業務災害・ 転医）

規則第１２条 第１項 の請求書

規則第１２条 第３項 の届書
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文書の様式

様式第１６号の３（通勤災害・
初診）

様式第１６号の４（通勤災害・
転医）

規則第１８条 の５ 第１項 の請求書

規則第１８条 の５ 第２項 の届書
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19

療養補償給付たる療養の給付請求書
(様式第５号）



20

療養補償給付たる療養の給付請求書
(様式第１６号の３）
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療養補償給付たる療養の給付請求書
(様式第５号） (拡大）

⑤労働保険番号
⑨生年月日
⑩負傷年月日
※レセプトへの転記誤りがないよう注意
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療養補償給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変更)届
(様式第６号）
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療養補償給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変更)届
(様式第１６号の４）
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療養補償給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変更)届
(様式第６号） (拡大）

①労働保険番号
③生年月日
④負傷年月日
※レセプトへの転記誤りがないよう注意

傷病補償年金の場合は②年金証書の番号
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療養補償給付たる療養の給付を受ける指定病院等(変更)届
(様式第６号） （拡大）

△△△病院

○○○病院

労災指定医番号の記載があるか、
労災指定病院であるか、必ず確認



健康保険診療

労災保険診療

被保険者の相互扶助を目的

早期治療、早期社会復帰を
目的

労災保険診療
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労災診療費の算定

労災保険独自の算定基準

労災診療費の算定
原則、健康保険の診療報酬点数表
に従って算定

初診料、療養の給付請求書取扱料、
救急医療管理加算、外来管理加算の特
例、四肢に対する特例、処置、リハビ
リテーションなど
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労災診療費算定事例
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療養の給付請求書取扱料 … 2,000円

療養(補償)給付たる療養の給付請求書

業務災害 …… 様式第５号

通勤災害 …… 様式第１６号の３

・再発

・転医始診

療養(補償)給付たる療養の給付を受ける

指定病院等(変更)届

業務災害 …… 様式第６号

通勤災害 …… 様式第１６号の４

算定不可
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四肢に対する特例扱い（1.5倍・2倍）の点数一覧表
（一部）

処置

健保点数 ×1.5 ×2.0

J119 消炎鎮痛等処置（湿布処置） 35 53 70

ウ J001-2 絆創膏固定術 500 750

J001-3 鎖骨又は肋骨骨折固定術 500 750

J054 皮膚科光線療法（赤外線又は紫外線療法） 45 68

皮膚科光線療法（長波紫外線又は中波紫外線療法） 150 225

皮膚科光線療法（中波紫外線療法） 340 510

J117 鋼線等による直達牽引（２日目以降） 50 75

J118 介達牽引 35 53

J118-2 矯正固定 35 53

J118-3 変形機械矯正術 35 53

J119 消炎鎮痛等処置（マッサージ等の手技による療法） 35 53

消炎鎮痛等処置（器具等による療法） 35 53

J119-3 低出力レーザー照射 35 53

労災診療費算定マニュアル 30



疾患別リハビリテーション

点数 ×1.5 ×2.0

ク H000 心大血管疾患リハビリテーション料（Ⅰ） 250 375

心大血管疾患リハビリテーション料（Ⅱ） 125 188

H001 脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ） 250 375

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅱ） 200 300

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅲ） 100 150

H001-2 廃用症候群リハビリテーション料（Ⅰ） 250 375

廃用症候群リハビリテーション料（Ⅱ） 200 300

廃用症候群リハビリテーション料（Ⅲ） 100 150

H002 運動器リハビリテーション料（Ⅰ） 190 285

運動器リハビリテーション料（Ⅱ） 180 270

運動器リハビリテーション料（Ⅲ） 85 128

H003 呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ） 180 270

呼吸器リハビリテーション料（Ⅱ） 85 128

四肢に対する特例扱い（1.5倍・2倍）の点数一覧表
（一部）

労災診療費算定マニュアル 31



入院料
前回入院時の退院後３月以上経過していないにも関わらず、新規の
入院として「入院基本料」と「手術後医学管理料」を算定

傷病名：左鎖骨遠位端骨折

傷病の経過：抜釘を実施した。
手術後医学管理料（病院） 1188 × 1

入院基本料（２週間以内）（1.3倍）

一般病棟入院期間加算（14日以内） 2595 × 1

入院基本料（２週間超）（1.01倍）

一般病棟入院期間加算（15日以上30日以内） 1859 × 1

第１回入院 R  ２.5.15 ～ R  ２.5.26 

今回入院 R  ２.8.20 ～ R ２.8.24

32
実務講座 参考ページ P40～P45



入院料
前回入院時の退院後３月以上経過していないにも関わらず、新規の
入院として「入院基本料」と「手術後医学管理料」を算定

傷病名：左鎖骨遠位端骨折

傷病の経過：抜釘を実施した。

手術後医学管理料（病院） 1188 × 1

入院基本料（２週間以内超） （1.3倍）（1.01倍）

一般病棟入院期間加算（14日以内） 2595 × １

1667 × 1

入院基本料（２週間超）（1.01倍）

一般病棟入院期間加算（15日以上30日以内） 1859 × 1

第１回入院 R  2.5.1５ ～ R 2.5.26 1667 × 1

今回入院 R  2.8.2０ ～ R 2.8.2４

33実務講座 参考ページ P40～P45



入院料

入院室料加算要件に該当しない入院室料を算定

傷病名：右脛骨近位端骨折
傷病の経過：抜釘手術のため入院

労災室料差額 ５０００円

（②－エ ９日～16日）

50００ × 8

34実務講座 参考ページ P50～P51



入院料

入院室料加算要件に該当しない入院室料を算定

傷病名：右脛骨近位端骨折
傷病の経過：抜釘手術のため入院

労災室料差額 ５０００円

（②－エ ９日～16日）

50００ × 8

35
実務講座 参考ページ P50～P51



入院料
入院室料加算と特定入院料の重複算定

傷病名：心因反応､抑うつ状態､不眠症､心身症

傷病の経過：ストレスを軽減させるため､主治医指

示のもと、個室に入っています。

労災室料差額 4200円 4200 × 18

（②－ウ １日～1８日）

精神科退院指導料 320 × 1

入院精神療法（Ⅰ） 400 × 6

精神療養病棟入院料 1091 × 18

36



入院料
入院室料加算と特定入院料の重複算定

傷病名：心因反応､抑うつ状態､不眠症､心身症

傷病の経過：ストレスを軽減させるため､主治医指

示のもと、個室に入っています。

労災室料差額 4200円 4200 × 18

（②－ウ １日～1８日）

精神科退院指導料 320 × 1

入院精神療法（Ⅰ） 400 × 6

精神療養病棟入院料 1091 × 18
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リハビリテーション料（抜釘術後）

運動器リハビリテーション料の「初期加算、早期加算」を算定

傷病名：左膝関節開放骨折

傷病の経過：令和２年４月７日負傷、手術

令和２年９月８日抜釘術

（ 抜釘日を起算日として算定 ）

運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

（190点 × 1.5） ２８５点

早期リハビリテーション加算 ３０点

初期加算 ４５点

38実務講座 参考ページ P108～



リハビリテーション料（抜釘術後）

運動器リハビリテーション料の「初期加算、早期加算」を算定

傷病名：左膝関節開放骨折

傷病の経過：令和２年４月７日負傷、手術

令和２年９月８日抜釘術

（抜釘日を起算日として算定）

運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

（190点 × 1.5） ２８５点

早期リハビリテーション加算 ３０点

初期加算 ４５点

39実務講座 参考ページ P108～



リハビリテーション料

運動器リハビリテーション料の「初期加算」に四肢加算を算定

傷病名：右踵骨骨折､右第2・3中足骨

骨折､右足擦過創

初期リハビリテーション加算（運動器）１単位

四肢（1.5倍）加算 ６８点×３

実施日数 ３日

対象疾患名：右踵骨骨折､右第2・3中足骨骨折

発症日 令和２年８月２１日

40実務講座 参考ページ P110



リハビリテーション料

運動器リハビリテーション料の「初期加算」に四肢加算を算定

傷病名：右踵骨骨折､右第2・3中足骨

骨折､右足擦過創

初期リハビリテーション加算（運動器）１単位

四肢（1.5倍）加算 ４５点×３

実施日数 ３日

対象疾患名：右踵骨骨折､右第2・3中足骨骨折

発症日 令和２年８月２１日

41

実務講座 参考ページ P110
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処置料
手に行った皮膚科光線療法に四肢加算を算定

傷病名：両側手掌難治性皮膚炎

皮膚科光線療法（1日につき）（赤外線

又は紫外線療法）

（４５×2.0） ９１ × 1

42実務講座 参考ページ P88



処置料
手に行った皮膚科光線療法に四肢加算を算定

傷病名：両側手掌難治性皮膚炎

皮膚科光線療法（1日につき）（赤外線

又は紫外線療法）

（４５×1.5） ６８ × 1

43実務講座 参考ページ P88



処置料
四肢ギプスシーネ、四肢ギプスシャーレに四肢加算を算定

傷病名：左足関節脱臼骨折

四肢ギプスシーネ（半肢（片側））

（780×1.5） １１７０ × ２

ドレーン法（１日につき） （その他のもの）

（25×1.5） ３８ × 1

四肢ギプスシャーレ（半肢（片側））

（156×1.5） ２３４ × 1

44実務講座 参考ページ P89  P103



処置料
四肢ギプスシーネ、四肢ギプスシャーレに四肢加算を算定

傷病名：左足関節脱臼骨折

四肢ギプスシーネ（半肢（片側））

（780×１） ７８０ × ２

ドレーン法（１日につき） （その他のもの）

（25×1.5） ３８ × 1

四肢ギプスシャーレ（半肢（片側））

（156×１） １５６ × 1

45実務講座 参考ページ P89  P103



手術料
肩腱板断裂手術の算定誤り

傷病名：左肩腱板断裂

関節鏡下肩腱板断裂手術（K0８０-４）

2 複雑なもの

（38670点×1.5） 58005点

（ K0８０-3 肩腱板断裂手術

１簡単なもの 2 複雑なもの ）

46実務講座 参考ページ P138～



手術料
肩腱板断裂手術の算定誤り

傷病名：左肩腱板断裂

関節鏡下肩腱板断裂手術（K0８０-４）

１ 簡単なもの

（27040点×1.5） ４0560点

（ K0８０-3 肩腱板断裂手術

１簡単なもの 2 複雑なもの ）

47実務講座 参考ページ P138～



手術料
足の指の手術に対する四肢加算の算定誤り

傷病名：左第5趾中足骨骨折

骨折非観血的整復術（K044）

（鎖骨、膝蓋骨、手、足、その他） 1440点

1440点×四肢加算（2.0倍）

＝ 2880点

48実務講座 参考ページ P161



手術料
足の指の手術に対する四肢加算の算定誤り

傷病名：左第5趾中足骨骨折

骨折非観血的整復術（K044）

（鎖骨、膝蓋骨、手、足、その他） 1440点

1440点×四肢加算（1.5倍）

＝ 2160点

49実務講座 参考ページ P161



腱縫合術

固有指の伸筋腱の単なる縫合で腱縫合術の算定

傷病名：右小指伸筋腱損傷

傷病の経過：右小指伸筋腱損傷に対し、局

所麻酔にて縫合を行った。

腱縫合術（K037）

（13580×2.0）

27160 × 1

50



腱縫合術

固有指の伸筋腱の単なる縫合で腱縫合術の算定

傷病名：右小指伸筋腱損傷

傷病の経過：右小指伸筋腱損傷に対し、局

所麻酔にて縫合を行った。

創傷処理（K00０「2」）

（1680×2.0）

3360 ×１

51



筋肉内異物摘出術

手指に係る処置で筋肉内異物摘出術の算定

傷病名：右第４指爪内異物

K029

筋肉内異物摘出術 ６８８０ × 1

（３４４０× 2.0）

創傷処置 ９４０ × 1

（４７０ × 2.0）

52



筋肉内異物摘出術

手指に係る処置で筋肉内異物摘出術の算定

傷病名：右第４指爪内異物

筋肉内異物摘出術 ６８８０ × 1

（３４４０× 2.0）

創傷処理（K000｢4｣) ９４０ × 1

（４７０ × 2.0）

53



骨内異物除去術

単なる鋼線抜去を骨内異物除去術で算定

傷病名：右小指中節骨骨折

傷病の経過

６月３日 右小指中節骨骨折に対し手術実施。

８月７日 同部位より鋼線抜去術施行（1本）。

骨内異物除去術（手）(K048) ７日

（3620×2.0） 7240 × 1

54



骨内異物除去術

単なる鋼線抜去を骨内異物除去術で算定

傷病名：右小指中節骨骨折

傷病の経過

６月３日 右小指中節骨骨折に対し手術実施。

８月７日 同部位より鋼線抜去術施行（1本）。

創傷処理（筋肉臓器に達するもの）

（1250 ×2.0） 2500 × 1

55



骨移植術

人工骨移植のみで自家骨又は非生体同種骨移植を
行っていない

傷病名：右足関節拘縮､右脛骨遠位端粉砕骨折､右

脛骨骨髄炎､右足関節部皮膚壊死潰瘍､右足

関節尖足､MRSA骨髄炎の疑い

傷病の経過：入院加療中。人工骨のみ用いて骨移

植術施行した。

骨移植術（軟骨移植術を含む）（同種骨移

植） （非生体） ２１０５0 × 1.５

56



骨移植術

人工骨移植のみで自家骨又は非生体同種骨移植を
行っていない

傷病名：右足関節拘縮､右脛骨遠位端粉砕骨折､右

脛骨骨髄炎､右足関節部皮膚壊死潰瘍､右足

関節尖足､MRSA骨髄炎の疑い

傷病の経過：入院加療中。人工骨のみ用いて骨移

植術施行した。

骨移植術（軟骨移植術を含む）（同種骨移

植） （非生体） ２１０５0 × 1.５

57



全層・分層植皮術
人工真皮のみの移植に対して全層・分層植皮術を算定

傷病名：左示指皮膚欠損創､左示指基節骨開放骨
折､

左示指挫滅切断

傷病の経過：皮膚欠損部に対して人工真皮術を実

施した。

全層植皮術（25ｃｍ２以上100ｃｍ２未満）

K013-2 １２５００×1

テルダーミス真皮欠損用グラフト 25ｃｍ２

1130 × 158



全層・分層植皮術
人工真皮のみの移植に対して全層・分層植皮術を算定

傷病名：左示指皮膚欠損創､左示指基節骨開放骨
折､

左示指挫滅切断

傷病の経過：皮膚欠損部に対して人工真皮術を実

施した。

創傷処理（実際に縫合した長さで算定）

テルダーミス真皮欠損用グラフト 25ｃｍ２

1130 × 1
59



同一手術野に対する複数手術の算定

指の特例に当たらない手術を各々算定

傷病名：右第4・5中手骨骨折（主）

骨内異物（挿入物）除去術 3620

（鎖骨､膝蓋骨､手､足､指（手､足）その他）

（右第4中手骨､右5中手骨に対して）

四肢加算（2.0倍） 7240 × 2

60



同一手術野に対する複数手術の算定

指の特例に当たらない手術を各々算定

傷病名：右第4・5中手骨骨折（主）

骨内異物（挿入物）除去術 3620

（鎖骨､膝蓋骨､手､足､指（手､足）その他）

（右第4中手骨､右5中手骨に対して）

四肢加算（2.0倍） 7240 × １

61



医学管理等

「職場復帰支援・療養指導料」の算定誤り

傷病名：頸髄損傷

再診時療養指導管理料

９２０円×２

職場復帰支援・療養指導料

５６０点×１

62実務講座 参考ページ P76



医学管理等

「職場復帰支援・療養指導料」の算定誤り

傷病名：頸髄損傷

再診時療養指導管理料

９２０円×２

職場復帰支援・療養指導料

４２０点×１

63実務講座 参考ページ P76



医学管理等

「再診時療養指導管理料」と「石綿疾患管理料」､「特定
疾患療養管理料」の重複算定

傷病名：悪性胸膜中皮腫、気管支
拡張症

同一月請求
再診時療養指導管理料 ９２０円 ×１
特定疾患療養管理料 ８７点 ×１
石綿疾患療養管理料 ２２５点 ×１

64実務講座 参考ページ P66、P72



医学管理等

「再診時療養指導管理料」と「石綿疾患管理料」､「特定
疾患療養管理料」の重複算定

傷病名：悪性胸膜中皮腫、気管支
拡張症

同一月請求
再診時療養指導管理料 ９２０円 ×１
特定疾患療養管理料 ８７点 ×１
石綿疾患療養管理料 ２２５点 ×１

65実務講座 参考ページ P66、P72



医学管理等
「リハビリテーション情報提供加算」を「診療情報提供
（Ⅱ）」に対して算定

傷病名：右橈骨骨折

リハビリテーション情報提供加算 2００点×1

診療情報提供料（Ⅱ） ５００点×1

運動器リハビリテーション料(Ⅱ)

右橈骨骨折 発症日 令和２年８月１８日

実施日数 １日

（１８０点 ×1.5）×１

66実務講座 参考ページ P７6



医学管理等
「リハビリテーション情報提供加算」を「診療情報提供
（Ⅱ）」に対して算定

傷病名：右橈骨骨折

リハビリテーション情報提供加算 2００点×1

診療情報提供料（Ⅱ） ５００点×1

運動器リハビリテーション料(Ⅱ)

右橈骨骨折 発症日 令和２年8月8日

実施日数 １日

（１８０点 ×1.5）×１

67実務講座 参考ページ P７4



１ 石綿関連疾患の診断を実施

２ 傷病労働者への石綿ばく露に関する
職歴の問診を実施

３ 業務上と疑われる場合に労災請求の勧奨を実施

４５０点（１回限り）

石綿疾患労災請求指導料

要 件

肺がん
中皮腫
良性石綿胸水
びまん性胸膜肥厚 に限る。

68
実務講座 参考ページ P７３



4 ｢療養補償給付たる療養の給付請求書｣
（様式第５号）

または

｢療養補償給付たる療養の費用請求書｣
（様式第７号）

が提出された場合

取扱料２,０００円併算定可要 件

４５０点（１回限り）

石綿疾患労災請求指導料

69



１ 石綿関連疾患の診断を行ったこと

２ 患者の行った問診内容（概要）

請求に当たっての注意
石綿疾患労災請求指導料

次の事項を診療録に記載し、明確
にしておく必要があります。

70



3 業務による石綿ばく露が疑われ

た理由

4 労災請求の勧奨を行ったこと

請求に当たっての注意

次の事項を診療録に記載し、明確
にしておく必要があります。

71



レセプト記入例

そ
の
他

処方せん

薬 剤

450
＊石綿疾患労災請求指導料

450×1
小 計 点 円

80

診 療 内 容 点数 診 療 内 容 金 額 摘 要

⑪初診 時間外・休日・深夜 ⑪初 診 3,760 円

⑫

再

診

×
回

⑫再 診
回

円

外来管理加算 ×
回

⑬指 導
回

円

時間外 ×
回

そ
の
他

円

2,000
＊療養の給付請求書取扱料

休 日 ×
回 2,000 円

深 夜 ×
回

⑬指導
小 計

円

⑭

在

宅

往 診 5,640
夜 間 摘 要

緊急・深夜

在宅患者訪問診療

その他

薬 剤

80

72実務講座 参考ページ P73



73

労災診療費算定基準の改定

令和２年４月からの診療に適用

１救急医療管理加算（入院）の金額の引上げ
６０００円 → ６３００円 に引き上げ

２病衣貸与料の引上げ
９点 → １０点 に引き上げ

３術中透視装置使用加算の拡充
対象部位に膝蓋骨を追加



74

令和２年４月からの診療に適用

４職場復帰支援・療養指導料の拡充
算定できる回数の上限 ３回 → ４回

５労災電子化加算の延長
加算の措置期間を令和４年３月診療分まで延長

６労災治療計画加算の廃止
→ 健康保険に準拠した取扱い

労災診療費算定基準の改定



75

労災診療費算定基準の改定

令和２年４月からの診療に適用

障害診断書料（４０００円）のレセプト請求

※従来の方法（様式第７号、様式第１６号の５
による費用請求）も可能です。



76

労災診療費算定基準の改定

令和２年６月からの診療に適用

１ コンピューター断層診断の特例の新設

２ 社会復帰支援指導料の新設



77

２２５点

コンピューター画像診断料の特例

他の医療機関でコンピューター断層撮影を実 施した
フィルムについて再診時に診断を行った場合

月１回に限り２２５点を算定できる

実務講座 参考ページ P85



78

コンピューター画像診断料の特例

請求に当たっての注意

初診時に健保点数表「Ｅ２０３ コンピューター
断層診断」４５０点を算定した場合

算定不可

実務講座 参考ページ P85



79

社会復帰支援指導料
１３０点（１回限り）

１ ３か月以上の療養を行っている傷病労働者に対
して実施

２ 治ゆが見込まれる時期及び治ゆ後における日常
生活（就労を含む）上の注意事項等について医
師が所定の様式に基づき指導

実務講座 参考ページ P80

医師が所定様式に必要事項を記載して診療録に
添付する必要があります。



80

社会復帰支援指導料
請求に当たっての注意

次の事項を診療費請求内訳書摘要欄に
記載する必要があります

１ 指導年月日

２ 治ゆが見込まれる時期

実務講座 参考ページ P80



81実務講座 参考ページ P81



労災診療費請求書の
作成に当たって

３ その他レセプト作成時の注意事項

１ 請求書・レセプトの編綴順序

２ 記入要領

82実務講座 参考ページ P199～



初回分

請求書・レセプトの編綴順序

第
16

号

の
4

通
勤
災
害

レ
セ
プ
ト

第
６
号

業
務
災
害

レ
セ
プ
ト

第

16

号

の

3

通
勤
災
害

レ
セ
プ
ト

第
５
号

業
務
災
害

レ
セ
プ
ト

請
求
書

傷病(補償)年金短期給付

83実務講座 参考ページ P204



第
16

号

の
4

通
勤
災
害

レ
セ
プ
ト

請求書・レセプトの編綴順序

第
６
号

業
務
災
害

レ
セ
プ
ト

第

16

号

の

４

通
勤
災
害

レ
セ
プ
ト

第
６
号

業
務
災
害

レ
セ
プ
ト

請
求
書

傷病(補償)年金短期給付

継続分（第２回目以降）

※ 「転医始診」の場合、様式第６号 又は
様式第16号の４ を添付 84



85

労働者災害補償保険診療費請求書

記 入 要 領

ホッチキス止めなどしない

指定医番号

金額の頭に マーク

添付レセプト

の枚数

添付レセプトの
最新の診療年月

既穴

労働 一男 ○○

実務講座
参考ページ P202



86

診療費請求内訳書（レセプト）

記 入 要 領

請求回数

○○○病院

必ず記入

「０００」を記入

負傷又は発病年月日

金額の頭に
マークは不要

右足第１指骨折

積み荷を右足に落とし来院。右足第
１指骨折に対しギプス固定し経過観察
中。

実務講座
参考ページ P200



療養の給付請求書
様式第５号（業務災害用）、様式第１６号の３（通勤災害用） の場合

初診 → １ 再発 → ７

指定病院等変更届
様式第６号（業務災害用）、様式第１６号の４（通勤災害用） の場合

転医始診 → ３

上記以外

継続 → ５

新継再別コード 初診：１
再発：７
転医始診：３
継続：５

記 入 要 領

診療費請求内訳書（レセプト）

87



88

診療費請求内訳書（レセプト）

記 入 要 領

○○○病院

治ゆコード：１

誤：R２年９月３０日
正：R２年９月２３日

※令和２年9月２３日を治ゆ（症状固定）

日とした場合



89

診療費請求内訳書（レセプト）

記 入 要 領

右足第１指骨折

積み荷を右足に落とし来院。右足
第１指骨折に対しギプス固定し経過
観察中。

労働 一男 ○○

△△△ 株式会社

○○ ○○

※休業証明料のみを請求する場合

休業証明期間

「999」を記入



90

診療費請求内訳書（レセプト）

記 入 要 領

右足第１指骨折

積み荷を右足に落とし来院。右足
第１指骨折に対しギプス固定し経過
観察中。

労働 一男 ○○

△△△ 株式会社

○○ ○○

○○○病院

文書作成日



91

診療費請求内訳書（レセプト）

記 入 要 領

右足第１指骨折

積み荷を右足に落とし来院。右足
第１指骨折に対しギプス固定し経過
観察中。

労働 一男 ○○

△△△ 株式会社

○○ ○○

○○○病院印字ずれがあると読み取れません。



記 入 要 領
診療費請求内訳書（レセプト）

○○○病院

労働 一男 ○○

△△△ 株式会社

○○ ○○

右足第１指骨折

令和２年9月15日症状固と判断し、
障害診断書を作成した。

※障害診断書料のみを

請求する場合

文書作成日

92



・黒のボールペンを使用

・標準字体で枠の中に大きめに記入

・書き損じた場合

請求書｢請求金額｣欄･･･訂正不可

文字の記入例

記 載 要 領

93



その他レセプト作成時の注意事項

・レセプトの摘要欄に書ききれないとき

所定様式の ｢続紙｣ を使用。

・請求点数１０万点以上のレセプト

症状詳記、日計表 を添付。

・添付書類の大きさ

レセプトサイズ（A４サイズ）に合わ
せる。

94



電子レセプトの添付書類

・様式第５号等「療養の給付請求書」

・様式第６号等「指定病院等変更届」

・労災リハビリテーション評価計画書

等の紙媒体

毎月１０日までに分室あて郵送
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「労災リハビリテーション計画書」について

患者氏名：　　　　　　　　　　　男・女 生年月日（西暦）　　　年　　　月　　　日

原因疾患

治療目標等

（３）　その他特記事項

医療機関名 医　　　師

印　　

労災リハビリテーション評価計画書

【　心大血管疾患・脳血管疾患等・運動器・呼吸器　（該当するものに○をして下さい）　】

　リハビルテーション起算日（発症日、手術日、急性増悪の日、治療開始日）

年　　　　　月　　　　　日

注１　本計画書は、制限日数を超えた日の属する請求月以降、毎月の診療費請求内訳書に添付すること。

注２　前回評価計画書作成日からの改善・変化等の記載については、初回評価計画書作成日においては不要
　　であること。

現在の評価及び前回評価計画書作成日（　　　年　　　月　　　日）からの改善・変化等

（１）　制限日数を超えて行うべき医学的所見（必要性・医学的効果等）

（２）　目標到達予想時期：　　　　　年　　　　月頃

評価計画書作成日：　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

治療目標等

（１）標準的算定日数を超えて行うべき
医学的所見（必要性・医学的効果等）

（２）目標到達予想時期： 年 月頃

（３）評価計画書作成日 年 月 日
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レセプト審査に当たって

・手術記録、レントゲン写真等

送付をお願いすることがあります。
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労災指定病院等登録（変更）報告書

提出用１／２

提出用２／２
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労災指定病院等登録（変更）報告書

提出用裏面

提出年月日、名称、代表者名
を記入し、代表者印を押印して下さい。

提出年月日 年 月 日

指定病院等の名称

代表者の氏名 ㊞ (記名押印又は署名）
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労災指定病院等登録（変更）報告書

提出用１／２

指定医番号
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労災指定病院等登録（変更）報告書

提出用２／２

指定医番号
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入院室料額届

102



入院室料額届（拡大図）
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労災保険指定医療機関休止･辞退届
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労災保険指定医療機関休止･辞退届

閉院のため

令和２年9月30日
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労災レセプトはオンライン請求が便利です。

（厚生労働省・都道府県労働局・ 労レセシステム普及促進センター（委託事業））

導入メリットや利用実態などをご紹介いたします。

労災レセプト・オンライン請求のすすめ

⚫ 労災レセプトのオンライン請求概要

⚫ 導入のメリットは？ 他の施設は？

⚫ 導入コストは高くない？ 導入は大変？

⚫ 運用は紙のほうが楽ではないのか？

⚫ 導入した施設は、どんな感想を持っている？

⚫ では実際何すればいい？

厚生労働省・都道府県労働局
労レセシステム普及促進センター（労災レセプトのオンライン化に向けた周知広報、
導入支援金の支払等の事業を(株)博報堂に委託して実施。）
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労災レセプトのオンライン請求方法は、健康保険のオンライン請求方法と

同様な手順で請求ができます。

オンライン請求用
PC（医事課）

電子カルテ・
医事システム
（レセコン）レセプト

支払基金・国保
ネットワーク

オンライン請求

健康保険の場合

労災用
レセプト

労災保険の場合 厚生労働省
労働基準局

労災レセプト・オンライン請求の概要

支払基金・国保
ネットワーク

国保・社保
等

支払

オンライン請求用
PC（医事課）

電子カルテ・
医事システム
（レセコン）

オンライン請求支払

（調剤についても同様）
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健康保険レセ
オンライン請求画面

労災保険レセ
オンライン請求画面

• 労災レセのオンライン請求方法は、健康保険の請求方法とほぼ同一。

オンライン請求の画面はほぼ同じ（操作方法も同じ）

• 労災レセプトを電子化で作成しているが、オンライン請求していない施設であ
れば、オンライン請求用PCに労災専用ソフトの導入、セットアップを行うだけ。
→ 新たなPC等は不要

オンライン請求のシステム対応

オンライン請求用
PC（医事課）
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労災レセプトを紙ベースで作成している施設は、電子カルテ・レセコンの労災レセプ
トへの対応（労災マスター設定、労災オプション購入・システム更改）が必要です

労災用
レセプト

労災保険の場合 厚生労働省
労働基準局

労災レセプト・オンライン請求の概要

支払基金・国保
ネットワーク

オンライン請求用
PC（医事課）

電子カルテ・
医事システム
（レセコン）

オンライン請求支払
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労災レセプトを作成するためのシステム整備

• 労災マスター等の設定
• 労災オプションの購入
• レセコンのシステム更改

【支援金対象】

オンライン請求を行うためのシ
ステム整備

• オンラインPCのセットアップ

【支援金対象】



労災レセプトのオンライン請求のメリット

システム化のメリット
削減できる業務時間

紙への転記時間が不要

郵送等の手間の削減

ミスの防止（不備チェック）

ミス修正後にすぐ送付できる

• システムのメリット享受だけでなく、削減できる時間（手間）が重要

• 労災は取り扱いが少ないからこそ、手間をかけたくないとの意見も多い

110（＊調剤では加算はされません）



労災システムへの導入移行状況（導入済み施設へのアンケート調査（委託事業））
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• 労災のオンライン化への移行は、約９０％の施設が“スムーズな導入・移行を
行うことが出来た”と回答しています。
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労災システムへの導入効果（導入済み施設へのアンケート調査（委託事業））
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• 労災のオンライン化を導入して、７０～８０％の施設が“導入によって医事業
務などの効率化等の効果を感じることが出来た”と回答しています。



導入者のご意見（導入済み施設へのヒアリング（委託事業））

113

• セキュリティ・情報管理を非常に重視していて、ＩＳＯ対策のためにも電子化・オンラ
イン化を推進した。

• 事務の業務効率化が導入の決め手

• 転記ミスの防止やミスを発見した時にすぐに修正して対応できるので助かっている。
（郵送だと何度も差し戻し、その都度郵送になってしまう）

• 以前は7日までに郵送しなくてはならなかったが、10日までにオンライン請求すればいい
ので、心理的に余裕ができた。

• 最初は紙のほうが楽ではないかと思っていたが、導入してみると健康保険と同じでスム
ーズに運用でき、紙も少なくなり良かった。

経営者層のご意見

事務スタッフのご意見

※ 導入した医療機関、薬局のご担当者のインタビュー映像が、「労災レセプトオンライ
ン化ナビ (https://www.rourece.mhlw.go.jp/)」の「導入した方々のインタビュー」から

ご覧いただけます。

https://www.rourece.mhlw.go.jp/


導入の手続き（導入はベンダーの設定が主のため、スムーズに実施可能）
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オンライン請求開始までの労働局への手続き

労災レセプトのオンライン請求は、すでに健康保険でオンライン請求を行っているレセプトコンピュータ
ーで行う必要があります。
労働局への届出後、ＩＤ・パスワードを取得して、ソフトウェアのインストールなどの設定作業、確認試

験を実施し、オンライン請求ができるようになります。

届出書類の提出
都道府県労働局に届出書類を提出

※ 届出書類は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

ID・パスワードの取得
ID・パスワードが記載された「ユーザー設定情報」の取得

（届出書類を提出してから１～２週間程度で郵送）

設定作業・確認試験
レセプトコンピューターに「送信用ソフト」をセットアップして、確認試験を実施

※ 設定作業は、厚生労働省ホームページにある「セットアップマニュアル」をご覧く

ださい。

※ 確認試験は必ず実施してください。

※ 電子媒体（CDなど）の請求手続きは、厚生労働省ホームページをご覧ください。

オンライン請求の開始
５～10日にオンライン請求

※ 請求前に送信データにて受付前点検の実施をお願いします。

■届出・設定などの詳細は、
厚生労働省ホームページをご覧ください。

労災レセプト電算処理システム 検索



導入支援金の紹介（申請先は「労レセシステム普及促進センター」（委託事業））

• 2016年度から導入支援金制度を引き続き実施。

• 労災レセプトのオンライン請求を実施するための、労災システムのソフト費、セットアップ費等が補助
の対象。
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導入支援金の申請方法（ご不明な点は、ヘルプデスクにお問い合わせください）

• 労災レセプトオンラインシステムを導入した後、”労災レセプトシステム普及促進センター”あてに「導入支援金申請
書」を送付してください。
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• 導入支援金の申請を行う場合は、契約書、納品書、領収書(それぞれ写しでも可)、確認試験(オンライン化導入
後のアクセスの可否の試験)画面を印刷(プリント)したもの、通帳の写し(導入支援金振込先の口座名義人(カナ
)、口座番号が確認できるもの)を添付してください。

申請書



導入支援金申請手続き上の留意点

• 支給対象が労災システム導入のため、領収書等には「労災レセプトに係る費用
」内訳の項目が必要です。
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• システムの物品（ハード）や健康保険に該当する部分のソフトウェアは対象外
なので「労災レセプトに係る費用」と区分して明記していただくようお願いします。

• 導入支援金申請書には確認試験の結果画面を印刷したものの添付が必要で
すので、システム導入設定後の確認試験を忘れずに行ってください。

• システムの技術審査のため、導入ソフトウェアのメーカー名、商品名（または型
番など）をご記載ください。



労災レセプトは
オンライン請求が便利です

届け出・設定などの詳細は、厚生労働省HPをご覧ください

労災レセプトをオンライン請求にすると、
導入支援金を受けることができます。

詳しくは,こちらのURLをご覧ください。

労災レセプトオンライン化ナビ

https://www.rourece.mhlw.go.jp/

労災指定医療機関・労災指定薬局の皆様へ

厚生労働省・都道府県労働局

労災レセプト電算処理システム
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https://www.rourece.mhlw.go.jp/



